
（注）備考欄には、主たる支出の内訳を記載する。  

令和６年度政務活動費収支報告書  

 

会派名  市民クラブ   

 

１  収   入   政務活動費   ２４０，０００円  

 

２  支   出  

（単位 :円）  

科    目  金     額  備       考  

調 査 研 究 費    40,082 

令和 7年 1月 30日～ 31日  

30日：岸和田市（不登校対策）  

31日：和歌山市（まちづくり）  

交通費 19,182円、宿泊費 20,900円  

研 修 費 140,760 

令和 6年 7月 16日～ 17日  

30日：東京都（地方議員研究会）  

31日：青梅市（ゼロカーボン）  

交通費 55,160円、参加費 60,000円、  

宿泊費 25,600円  

広 報 費   

広 聴 費   

資 料 作 成 費   

資 料 購 入 費   

合 計 180,842  

  

３  残   額    ５９，１５８円   



令和６年度　市民クラブ政務活動費　支出明細

1.　東京都（地方議員研究会）・東京都青梅市　（7/16～17）

月/日 内容 費用 単価 人数 備考 領収書

7/16～17 交通費 12,860 6,430 2

〇ＪＲ乗車券
7/16　中津川⇒名古屋
　　　　　東京⇒有楽町
　　　　　有楽町⇒田町
7/17　田町⇒東青梅
　　　　　青梅⇒東京
　　　　　名古屋⇒中津川（指定席特急券含む）

①

7/16 交通費 21,360 10,680 2
〇ＪＲ新幹線　乗車券・特急券
　名古屋⇒東京

②

7/16 参加費 60,000 30,000 2 地方議員研究会 ④

7/16 宿泊費 25,600 12,800 2 相鉄フレッサイン東京町田 ⑤

7/17 交通費 20,940 10,470 2
〇ＪＲ新幹線　乗車券・特急券
　東京⇒名古屋

③

140,760 A

2.　大阪府岸和田市・和歌山県和歌山市　（1/30～31）

月/日 内容 費用 単価 人数 備考 領収書

1/30～31 交通費 9,067 4,534 2 レンタカー代　ジャパンレンタカー ⑦

1/30 交通費 333 167 2 駐車料金　ザ・パーク三園町3丁目 ⑧

1/30 宿泊費 20,900 10,450 2 ドーミーインPREMIUM和歌山 ⑥

1/31 交通費 667 334 2 ガソリン代　養老SA上り店 ⑨

1/31 宿泊費 2,482 1,241 2 ガソリン代　新栄石油 ⑩

1/31 交通費 6,633 3,317 2

ＪＨ高速料金
1/30　中津川⇒岸和田南
　　　　　岸和田南⇒和歌山北
1/31　和歌山⇒中津川

⑪

40,082 B

180,842 C

240,000 D

59,158

小計

小計

合計（A+B)

政務活動費

残金（D-C）









（単位：円）

月日 内訳 金額
公明党

（2人）

市民クラブ

（2人）

市民ネット

（1人）

無会派

（1人）

1月30日 レンタカー 27,200 9,067 9,067 4,533 4,533

1月31日 駐車料金 1,000 333 333 167 167

1月31日 燃料費① 2,000 667 667 333 333

1月31日 燃料費② 7,445 2,482 2,482 1,241 1,241

30日～31日 高速料金 19,900 6,633 6,633 3,317 3,317

57,545 19,182 19,182 9,591 9,591

R7.1.30～31会派視察　費用按分表

合計









会 派 視 察 研 修 報 告 書 

（市⺠クラブ） 
視察研修項目 地域公共交通特別講座 
視察研修期日 令和６年７月 16 日（火）10：00〜16：00 
視察研修先 地方議員研究会 会場：国際ビル 2 階（東京都千代田区丸の内）  
視察研修参加者 櫛松直子 松﨑誠 
視察研修目的 自動車中心の社会における高齢者を中心とした交通弱者の移動手段の確

保に向け、識者による人口減少に対応した交通まちづくりや公共交通計
画を聴講し、当市の今後の取り組みに役立てる。 

視察研修内容 講師：早稲田大学スマート社会技術融合研究機構 電動車両研究所 
客員准教授 井原雄人氏 

1.高齢化の進展・人口減少に対応した交通まちづくり 
・地方都市と地域公共交通の現状 
・地方公共交通の様々な役割 
・地域公共交通の選択肢と運行主体 
・地域公共交通のまちづくりに与える効果（愛知県瀬⼾市の取り組み） 
2.地域公共交通活性再生法の改正と地域公共交通計画 
・地域公共交通活性再生法の改正（2020 年） 
・活性化再生法から地域交通法へ（2023 年） 
・地域交通計画の役割 
・地域公共交通計画の策定時と見直し時のポイント 

視察研修の 
まとめ・所見 

高齢化により高齢者の免許保有者は増加する一方で、少子化によるバス
利用者の減少や運転手不足等により、バス路線の廃止や減便が行われ、
公共交通の利便性が低下している。この傾向は地方だけでなく都市部で
も見られており、近年の地域公共交通活性再生法改正や地域交通法改正
により、地域公共交通計画作成の努力義務化や利便増進事業の創設、旅
客運送サービスの継続が求められるようになり、自治体が主体的に取り
組む事が必要になっている。2018 年に策定された当市の地域公共交通計
画は、外部委託ではなく職員が策定したものとして講師が注目するもの
ですが、PDCA のサイクルを実施できているかが重要であり、評価を踏
まえた見直しのサイクルを検証する必要がある。 

その他  
 

 
 
 



 

 

投影資料（中津川市の事例紹介） 



 

 

会 派 視 察 研 修 報 告 書 

 

市民クラブ 

視察研修項目 青梅市におけるゼロカーボンの取り組みについて 

視察研修期日 令和６年７月 17 日（水）10：00～12：00 

視察研修先 東京都青梅市 

視察研修参加者 櫛松直子 松﨑誠  

視察研修目的 ゼロカーボンシティの推進に向けて、中津川市も区長会連合会との連携や商工会

議所、北商工会、中部電力ミライズなどとの４者協定を結ぶなどの取り組みを行

っているが、さらに具体的かつ先進的な取り組みを進めている青梅市の状況につ

いて視察を行った。 

視察研修内容 ・ゼロカーボンシティの実現に向けての青梅市としての取り組みの内容。 

・青梅ガス・（株）INPEX（旧帝国石油）との三社協定の締結や東京電力パワーグ

リッド（株）「ゼロカーボンシティの実現に向けた連携協定」を締結して以降

の具体的な取り組み内容策定の計画やスケジュール。 

・EV や水素自動車など、環境への影響が少ない公用車の導入状況。 

・自然エネルギーの利用促進についての取り組み内容。 

・ゼロカーボンの取り組みについて市民への周知方法。 

・市職員への周知や意識改革などはどのように行っているか。 

・新規に建設する給食調理場では ZEB 認証を取得したとのことですが、他の施設 

 についてはどうか 

・SDGｓの取り組みは環境面でゼロカーボンシティの取り組みと関連性が高いと 

 考えるが、他の所管などが連携をしての取り組みはあるか。 

視察研修の 

まとめ・所感 

・青梅市は中津川市と同様、民間企業などとの協定を締結して共同で各種取り組 

 みを積極的に行っており、参考となった。特に（株）INPEX の協力により市民 

 への環境研修会の開設などはたいへん充実していた。 

・電気自動車の導入も平成 31 年度から進めており、現在では 50 台を利用してい 

 る。導入には補助金（次世代自動車振興センターCEV 補助金や東京都の総合 

 交付金の利用） 

・市民への啓発はナッジ手法（強制ではなく後押し）を利用し、さりげない呼び 

 かけステッカー、啓発グッズなどを利用している。 

・「青梅市ゼロカーボンシティ推進本部」を設置し、全庁での取り組みを行って 

 いる。また職員には「エコアクション」を実施にため各自の取り組み内容とそ 

 の達成の振り返りを行い環境への意識付けを推進している。 

・その他、今後の公共施設の建設にあたっては「ZEB（ゼロエネルギービル）」の 

 認証を受けられる様な取り組みも行っている。 

 

その他  

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 

会 派 視 察 研 修 報 告 書 

 

市民クラブ 

視察研修項目 岸和田市 教育相談室・子どもサポートルーム「エスパル」について 

視察研修期日 令和７年１月 30 日（木）13:30～15:00 

視察研修先 大阪府岸和田市 

視察研修参加者 櫛松直子 松﨑誠 

視察研修目的  コロナ禍以降、全国的に不登校児童・生徒数が増加傾向にあり、中津川市でも

その傾向が見受けられる。不登校となる理由は様々であるため、画一的な解消方

法を見出すのは難しいが、他自治体の様々な取組を参考とするため岸和田市の取

組について視察を行った。 

視察研修内容 岸和田市教育相談室について 

 30 年前から運営。相談員は校長経験者。カウンセラーに加えて児童精神科医 

 （１回/月）を配置。 

子どもサポートルーム「エスパル」について 

・「エスパル」は心理的・情緒的な理由で登校できない、もしくは登校していな 

 い岸和田市在住の小・中学校の子どもを対象（市外へ通学する私立校生も対象） 

 にした教室。市内に１カ所設置。小集団もしくは個別の２コース指導。 

・現在１６名が正式入級。体験教室、体験行事も開催。Ｒ５年から「オンライン 

 エスパル」を個別コース対象に実施。Ｒ６年から全員を対象に毎週水曜日に実 

 施している。 

・「エスパル」は学校に在籍のままで通級として、学校へ戻りたい時に再登校で 

 きるよう学校とは十分連携している。 

視察研修の 

まとめ・所感 

・岸和田市の教育の現状としては、学力水準が全国平均を下回っており、不登校 

 児童・生徒数は全国平均を上回っている厳しい環境にある。 

・市内には夜間中学があり最近は外国人の通学も増えている。 

・不登校児童・生徒は「エスパル」だけではなく、フリースクールなどとも連携 

 を取り対応している。 

・「エスパル」の職員は教員ＯＢなどが対応しているが、ボランティア「子ども 

 サポーター」には教員を目指す大学生のサポーターもいる。 

・全国的に導入が始まっているＶＲ（仮想空間環境を利用した登校）登校は検討 

 中。 

・「エスパル」については子どもの状況に合わせてきめ細かい対応をしている様 

 子がうかがえた。 

 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



会 派 視 察 研 修 報 告 書 

市⺠クラブ 
視察研修項目 わかやまリノベーション事業について 
視察研修期日 令和７年１月 31 日（金）10：00〜12：00 
視察研修先 和歌山県和歌山市 
視察研修参加者 櫛松直子 松﨑誠 
視察研修目的  国土交通省と内閣府からモデル都市に指定されるなど、先進的なまち

づくり事業を行っている和歌山市の取り組みについて視察を行ない、中
津川市の今後の取り組みの参考にする。 

視察研修内容 ・背景（都市計画手法を用いた取り組み） 
→⾼度経済成⻑期を経て人口集中地区（DID）が 3 倍に拡大 

  ⇒立地適正化計画の策定と実行（歩いて暮らせる街へ） 
・官⺠の遊休不動産等を活用したまちなか再生  
 →まちなかの空洞化と児童生徒の減少（小学校児童数が１/９） 
  ⇒再生プロジェクト、公共施設再編、公共空間確保、リノベーション 
・和歌山市駅前地区第一種市街地再開発事業 
 →開発コンセプト：まちの居場所 〜エキから始まる日常の豊かさ〜 
・居心地が良く歩きたくなるまちなかの実現 
 →回遊拠点の形成、官⺠連携、公共・道路空間の活用 
・波及効果 
 →子育て世代の増加、地価上昇、分譲マンション供給⼾数 1.7 倍 
・新たな展開 
 →旧市⺠会館の活用、市街地再開発事業 

視察研修の 
まとめ・所見 

・人口減少や中心市街地の空洞化といった課題が明確であり、その対策
が的確で計画の全容が分かり易く事業が進められていた。また、まち
なかの再生は市⺠の自主性に任せた取り組みになっており、行政はき
っかけ作りと自立のためのサポートができる体制で進められた。 

・和歌山市は人口や地形など恵まれた条件下での成功事例ではあるが、
手法は中津川市でも参考になると思う。 

・会議室で説明を受けたのちに、現地で改めて確認することができたこ
とで事業への理解が深まったと共に、職員の自信が感じられた。 

その他  
 

 

 



事例の現地説明（まちなか回遊） 


